
国立大学法人浜松医科大学における会計監査人候補者の選定について（公募） 

 

 

令和 ４年 ２月１５日 

国立大学法人浜松医科大学 

 

 

 国立大学法人における会計監査人は、国立大学法人法第３５条において準用する独立行

政法人通則法（以下「準用通則法」という。）第４０条により、文部科学大臣が選任する

こととされています。選任にあたっては、各国立大学法人が会計監査人の候補者を選定

し、候補者名簿を文部科学大臣に提出することとなっております。 

 つきましては、本学における会計監査人の候補者の選定にあたり、企画提案書の募集を

行いますので、希望される監査法人又は公認会計士の方は、下記により企画提案書の提出

をお願いいたします。 

 

記 

 

１．会計監査人の資格 

（1）準用通則法第４１条に定める資格を有する監査法人又は公認会計士 

（2）会社法第３３７条第３項における欠格事由のないこと 

（3）公認会計士法第２４条、第２４条の２、第３４条の１１、第３４条の１１の２及び

公認会計士法施行令第７条及び第１５条における特別の利害関係等のないこと 

 

２．会計監査人の任期等 

（1）今回の候補者の選定は、令和４年度～令和６年度の複数年にわたる候補者の選定と

しますが、契約は単年度契約となります。 

   令和５年度、令和６年度の契約については、前年度の監査業務に係る実績報告と当

該年度の会計監査提案書をご提出いただき、本学においてその内容を評価・検証した

上で、適切であると認められた場合に限り、引き続き文部科学大臣の選任を求めるこ

ととします。 

また、本学の諸事情により選定期間を短縮する場合があります。 

   なお、今回選定された者が行政処分を受けた場合や、適切な監査業務を遂行するこ

とが困難であると認められる場合等の特別な事情が生じた場合には、候補者選定の見

直しを行いますので、留意願います。 

 （2）会計監査人の任期は、当該年度の財務諸表についての準用通則法第３８条第１項

の承認の時までとします。 



３．企画提案書について 

提出部数：９部 

詳細については、別紙「企画提案書の記載事項」を参照 

 

４．提出先及び提出期限等 

（1）提 出 先：〒431-3192 静岡県浜松市東区半田山１丁目２０番１号 

         国立大学法人浜松医科大学 監査室 ℡ 053-435-2125 

（2）提出期限：令和４年３月１１日（金）１７時必着 

（3）提出方法：郵便等（必着）又は持参 

なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による提出は認めない。 

       ※ 郵便等とは、郵便及び民間事業者による信書の送達に関する

法律（平成 14 年法律第 99 号）第 2 条第 6 項に規定する一般

信書便事業者若しくは同条第 9 項に規定する特定信書便事業

者による同条第 2 項に規定する信書便のことをいう。なお、

書留郵便等の配達の記録が残る手段に限る。 

 

５．プレゼンテーションの実施について 

   本学へ提出された提案書を基に、プレゼンテーションを実施します。 

実施日 ： 令和 ４年 ３月１７日（木）１１時～ 

（予定であり、変更する場合もあります。また、on-line で開催する場合もあります。） 

 

６．会計監査人候補者選定方法について 

監査法人等から提出された企画提案書を本学設置の会計監査人候補者選定委員会に

おいて総合的に評価し、候補者の順位づけを行い、その順位に基づき文部科学大臣の

選任を求めることとします。 

なお、文部科学大臣により選任された場合には、本学会計規則等に基づき正式に契

約手続きを会計課と行っていただきます。 

    

７．選定結果の通知 

   企画提案者に対し、令和４年４月１５日（金）までに選定結果を書面で通知しま

す。 

 

８．その他 

   提案書の作成その他本件に関する一切の費用については、提案書を提出した者の負 

担とします。また、提出された提案書については返却しません。 

 

 



 

企画提案書の記載事項 

 

１．監査法人の概要 

（1）名称、代表者名、所在地、出資金（資本金） 

（2）令和２年度業務収入（営業収益） 

（3）令和２年度経常利益（当期利益） 

（4）本業務の実施を主に担当する所轄事務所の名称・所在地 

（5）人員構成（法人全体及び所轄事務所の代表社員・社員数、公認会計士数、会計士補

数、その他職員数） 

 

２．国立大学法人等の監査実績（令和２年度） 

（1）国立大学法人の監査実績数及び大学法人名 

（2）独立行政法人の監査実績数及び法人名 

（3）附属病院を有する国立大学法人の監査実績数及び法人名 

（4）国立大学法人の監査を担当している公認会計士、会計士補数等（法人全体及び所轄

事務所） 

 

３．監査の実施方法等 

（1）会計監査に関する基本姿勢 

監査方針、着眼点、重点項目など 

（2）具体的な実施方法 

  ①監査計画 

  ②監査内容 

  ③監査日数（監査内容ごとに、それぞれ従事者別に記載） 

  ④監査実施体制 

   ｉ．監査チームの編成人員 

   ⅱ．監査担当者の有する資格、役割分担及び国立大学法人、独立行政法人での実務

経験内容 

（3）セールスポイント 

   本提案におけるセールスポイントについて記載願います。 

・セミナー開催、会計処理等の質問に対する回答や助言、他大学の有用事例などの

情報提供等 

 

４．監査報酬見積費用 

（1）見積額（令和４年度～令和６年度の年度ごとに記載） 



   なお、本見積は選考にあたり評価するものであり、選考後の提案者と本学の契約金

額の上限となるものである。 

（2）監査予定日数（延べ人日数も記載） 

（3）見積費用算定内訳（旅費等の必要経費を含む） 

（4）見積費用の考え方（監査予定日数等に変更が生じたときの処理方法） 

   ※監査報酬見積書 1 部提出願います。  

 

５．金融庁の処分等の有無 

   金融庁における過去３年間の行政指導、処分等の有無（有の場合はその内容） 

 

６．ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標に該当する場合の資料 

『女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する実施要領』に基づき、

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号）等による認

定又は取組の実施等に対して評価を行うので、認定等を受けている場合は証明する書類

を提出すること。 

 

７．その他 

（1）提案のための様式は特にありませんので、任意の形式でお願いします。 

（2）記載事項は令和３年 12 月末現在で記載してください。なお、12 月末現在でない場

合は具体的な年月日を明記願います。 

（3）貴法人の概要を記載した案内・パンフレット９部を添付願います。 

（4） 国立大学法人法第 35 条の規定で読み替える独立行政法人通則法第４１条に定める

資格を有し、公認会計士法第３４条の１１及び第３４条の１１の２に該当しないこと

を証する書面を提出願います。 

（5）本件に関する貴法人の担当者名及び携帯番号・E-mail アドレス等がわかるものを添

付願います。 

 

８．本学の概要等 

  本学の概要及び事業内容については、国立大学法人浜松医科大学ホームページを参

照。 

  【ホームページアドレス https://www.hama-med.ac.jp】 

 


